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	１． 計画期間
	２０２５年４月１日～２０３０年３月３１日
	２．目標と取組内容・実施時期
	目標１：有給休暇取得率を７０％以上とする
	目標２：男性の育児休業取得率を８０％とする
	目標３：フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働および法定休日
	労働の合計時間を２０時間未満とする
	＜取組内容＞
	◆２０２５年～　育児・介護休業法に基づく育児休業等、雇用保険法に基づく育児休業給付、労働基準法に基づく産前産後休業などについて、従業員に対する制度の周知および最新情報提供、相談体制の整備を継続実施
	◆２０２５年～　育児復帰後・転換・経験者採用等の社員に、研修やキャリアアップの機会を設定
	◆２０２５年～　有給休暇取得促進に向けた管理職への取得状況の共有を継続実施、「有休取得推進強化月間」等の検討、業務負荷の平準化や効率化に向けた施策の検討
	◆２０２５年～　男性育休取得対象者への取得促進に向けた周知活動を継続実施
	◆２０２５年～　法定時間外労働の原因分析、全従業員を対象とした意識改革のための研修を継続実施

